
第１章 擁壁の基準 

第１節 基本事項 

１ 擁壁の高さ 

鉄筋コンクリート造擁壁の高さは、原則として５ｍ以下とすること。 

 

２ 支持地盤 

  設計に用いる地盤の支持力、摩擦係数などは原則として土質調査を行い決定すること。ただし、

支持地盤が以下の土質の地山である事が確かめられた場合には、土質試験を行わなくとも、表―１

の定数を用いてよい。なお、支持力の算定について「神奈川県構造関連取扱い基準集２００４年」

により算出すること。 

表―１ 支持地盤の土質定数 

土質 粘着力（ＫＮ／㎡） 土の内部摩擦角（°） 

粘性土 ２０ ２０ 

砂質土 ０ ３０ 

 

３ 土圧 

  設計に用いる土圧係数は原則として土質調査を行い決定すること。ただし、裏込め土が以下の土

質である事が確かめられた場合には、土質試験を行わなくとも、表―２の定数を用いてよい。 

表―２ 裏込め土の土質定数 

土質 粘着力（ＫＮ／㎡） 土の内部摩擦角（°） 単位体積重量（ＫＮ／ ） 

粘性土 ０ ２０ １６ 

砂質土 ０ ３０ １７ 

 

４ 構造体の設計 

  構造体の設計にあたっては、以下によること。 

 （１） 片持ちばりの元端厚さは、部材長さの１０分の１以上、かつ、１５ｃｍ以上とすること。 

 （２） 片持ちばりであっても、配力筋を配筋すること。また、配力筋の鉄筋量は主鉄筋の鉄筋量 

の６分の１以上確保すること。 

（３） 主筋及び配力筋の径は１３ｍｍ以上とし、間隔は３０ｃｍ以下とすること。 

（４） 縦壁及び基礎スラブの元端は、複配筋とすること。（ただし、擁壁高さ１ｍ以下のものは 

除く。） 

 （５） 縦壁と基礎スラブの交差部分には、原則として縦壁の厚さ程度のハンチをつけること。 
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５ 伸縮継目 

伸縮継目は次の各箇所に設け、基礎部分まで分断すること。なお、擁壁の屈曲部においては、伸

縮継目の位置を隅角部から２ｍかつ擁壁の高さ分だけ避けて設置すること。また、伸縮継目の目地

材は、瀝青質板等を使用すること。（図―１参照） 

（１） 擁壁長さ２０ｍ以内ごと 

（２） 地盤の変化する箇所 

（３） 擁壁の高さが著しく異なる箇所 

（４） 擁壁の材料・構法が異なる箇所 

 

６ 隅角部の補強 

  擁壁の屈曲する箇所は、隅角をはさむ二等辺三角形の部分を鉄筋及びコンクリートで補強する。

二等辺三角形の一辺の長さは、擁壁の高さ３ｍ以下で５０㎝、３ｍを超えるものは６０㎝とする。

なお、隅角部補強筋は、縦壁の配力筋と同径、同ピッチとすること。（図―１参照） 
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図―１隅角部の補強方法及び伸縮継目の位置 

○擁壁の高さ 3.0ｍ以下のとき 
ａ＝50㎝ 

 ○擁壁の高さ 3.0ｍを超えるとき 
ａ＝60㎝ 

 

○伸縮継目の位置 
 ＝2.0ｍを超え、かつ擁壁の高さ程度 
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７ 水抜穴  

  水抜穴は、図－２を参照し、次の事項に注意し施工すること。 

（１） 水抜穴は、擁壁の下部表面近く及び湧水等のある箇所に特に重点的に設けること。 

（２） 水抜穴は、壁面の面積３㎡以内ごとに少なくとも１個の内径が７５ｍｍ以上の塩化ビニー 

ル管その他これに類する耐水性の材料を用いて設けること。 

（３） 水抜穴は排水方向に適当な勾配をとること。 

（４） 水抜穴の入口には、水抜穴から裏込め材、背面土等が流出しないよう、吸い出し防止材等 

を設置すること。 

（５） 地盤面下の壁面で地下水の流路に当たっている壁面がある場合には、有効に水抜穴を設け 

て地下水を排出すること。 

（６） 水抜き穴は千鳥配置とすること。また、最下段の水抜き穴直下に止水コンクリート(厚さ 

５～１０ｃｍ程度)を配置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

８ 透水層 

（１） 擁壁裏面の浸透水、湧水等の排水を容易にするために、透水層を設けること。なお、透水 

層は擁壁の裏面全体に設けること。 

（２） 砕石等を用いる場合、透水層の厚さは３０ｃｍ以上とすること。 

 

擁壁の裏面の透水層については、一般に、砕石等が用いられているが、石油系素材の「透水マ

ット」を使用する場合は、「擁壁用透水マット協会」の認定品とし、「擁壁用透水マット技術マニ

ュアル」により適正に使用すること。 

 

９ コンクリート 

コンクリートの四週圧縮強度は、１８Ｎ／ｍｍ２以上とすること。 

図―２ 水抜穴の配置図 
(b)正面図 (a)断面図 

止水コンクリート 

(厚さ 5~10㎝程度) 

吸い出し防止材等 

砕石等 
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１０ 鉄筋  

（１） 鉄筋に対するコンクリートのかぶりは、土に接する部分は６ｃｍ以上（基礎にあっては捨 

てコンクリートの部分を除いて６ｃｍ以上）とし、その他の部分は４ｃｍ以上にすること。 

（２） 鉄筋は、原則として、JIS G 3112に適合したもので、構造計算に基づき鉄筋量を決定する 

こと。 

（３） 主鉄筋の継手は構造部材における引張力の最も小さい部分に設け、継手の重ね長さは溶接 

する場合を除き主鉄筋径（径の異なる主鉄筋をつなぐ場合には、細い主鉄筋の径）の４０倍

以上とすること。 

（４） 引張り鉄筋の定着される部分の長さは、主鉄筋に溶接する場合を除き、その径の４０倍以 

上とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 突起 

 （１） 突起の高さは底版幅の１０～１５％の範囲とすること。 

 （２） 底版幅は、突起なしでも滑動に対する安全率１．０を確保できる幅とすること。 

 （３） 突起の位置は、擁壁背面側（後方）に設けること。 

 （４） 突起を用いる場合は原則として硬質地盤（堅固な地盤や岩盤）の場合とすること。 

 （５） 突起を設置する場合は地盤を乱さないように掘削すること。 

 

１２ 根入れの深さ 

  根入れの深さは、基礎底版が地表に出ないよう、また排水施設などの構造物より十分な余裕をみ

て設定しなければならず、原則として３５ｃｍ以上かつ擁壁高さの１５／１００以上確保する。な

お、隣接する既存の擁壁等の構造物に影響を及ぼすおそれがある時は、根入れ深さを検討し、土留

め工等適切な防護措置を講じたうえ、施工しなければならない。 

ｂ 

ｂ 
ｂ 

引張り鉄筋の定着される部分の長さ 

ｂ：定着長さ 

ｂ 
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第２節  計画 

１ 斜面上の擁壁 

斜面上に擁壁を設置する場合は、図－３の擁壁基礎前端より擁壁の地上高さの０．４倍以上かつ

１．５ｍ以上だけ表－１の土質に応じた勾配線（θ）より後退し、その部分は、コンクリート打ち

等により風化浸食のおそれのない状態とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―３ 

 

 

表―１ 土質別角度（θ） 

背面土質 軟岩（風化の著しい

ものを除く） 

風化の著しい岩 砂利、真砂土、関東

ローム、硬質粘土そ

の他これらに類す

るもの 

盛土又は腐植土 

角度（θ） ６０° ４０° ３５° ２５° 

 

２ 二段擁壁 

上下に近接する各擁壁の位置関係は、上部・下部擁壁を同時に新設または、下部擁壁のみを新設

する場合は図―４に、上部擁壁を新設し下部擁壁の構造が法の基準に適合していることが確認でき

ない場合は図―５によること。また、各図における角度θは表―１によること。 

ただし、下段の擁壁に設計以上の積載荷重がかからないように上部擁壁の根入れを深くする。ま

たは、基礎地盤を改良する。あるいはＲＣ擁壁の場合は杭基礎とするなどの措置を講じた場合は、

この限りではない。 

 

 

 

 

 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 
 Ｈ 

 

崖下端 

ｈ 

コンクリート打ち等により 

風化浸食防止対策を施す範囲 

ｈ：原則３５ｃｍ以上かつ１５／１００Ｈ以上 
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図―４ 上下同時もしくは下部のみ新設する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―５ 下部擁壁構造が不明で上部を新設する場合 

 

 

H：上部擁壁の高さ 

H：上部擁壁の高さ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 
Ｈ 

ｈ 

Ｈ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 

ｈ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 
Ｈ 

ｈ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 Ｈ 

ｈ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 
Ｈ 

ｈ 

Ｈ 

２５ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 

ｈ 

θ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 
Ｈ 

ｈ 

２５ 

０．４Ｈ以上かつ１．５ｍ以上 

 Ｈ 

ｈ 
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３ 水路沿いの擁壁 

水路、河川に接して擁壁を設ける場合は、図―６を参考に根入れ深さは河床（計画河床）からと

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―６ 

 
４ 斜面に沿って擁壁を設置する場合の基礎 

  斜面に沿って擁壁を設置する場合は、図―７を参考に擁壁の基礎は段切りをして水平にすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ 

Ｈ 

水路境界線 

伸縮目地 

伸縮目地 伸縮目地 

H 

必要な根入れ深さ 

２ｍ以上 
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５ 上部に斜面がある場合の擁壁の構造 

  擁壁上部に斜面がある場合は、図―８を参考に土質に応じた勾配線（表―１）が斜面と交差した

点までの垂直高さを擁壁の高さと仮定し、擁壁はその高さに応じた構造とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―８ 

 

６ 地盤改良の注意事項 

  申請区域境に擁壁を設置し地盤改良する場合は、実質的必要範囲が隣地に越境しないように擁壁 

を後退させるか、実質的必要範囲を開発区域に含めること。 

 

７ 排水 

  （１） 壁下排水は、自然流下により排除できるように排水施設を設置する様努めること。 

  （２） 宅地造成を行う土地は、雨水（地表水）をがけと反対方向に流れるように勾配（地表面 

勾配）を取る様努めること。 

（３）  その他、地表水が集中する場所や他への影響を及ぼすこととなる場所には適切に排水施 

設を配置する様努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

θ 

H 
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第３節 設計条件 

１ 荷重条件 

 （１） 積載荷重 

擁壁の設置箇所の実状に応じて、建築物、工作物、積雪などによる積載荷重を考慮すること。

少なくとも木造二階建て程度の上載荷重として１０ＫＮ／㎡を見込むのが一般的である。 

（２） 地震時荷重 

擁壁自体の自重に起因する地震時慣性力と裏込め土の地震時土圧を考慮する。ただし、設計に

用いる地震時荷重は、地震時土圧による荷重、又は擁壁の自重に起因する地震時慣性力に常時の

土圧を加えた荷重のうち大きい方とすること。 

 （３） フェンス荷重 

実状に応じて適切なフェンス荷重を考慮する。なお、一般的には、擁壁天端より高さ１．１ｍ

の位置にPf＝１ＫＮ／ｍ程度の水平荷重を作用させること。 

 

２ 壁面摩擦角 

安定計算を行う場合の外力の作用位置と壁面摩擦角の関係は、外力の作用位置により表―２の値

とすること。 

なお、縦壁部材の応力を照査する場合の壁面摩擦角は、外力の作用位置を躯体背面とした値とす

ること。 

 

表―３ 作用位置と壁面摩擦角のまとめ 

外力の作用位置 常時 地震時 

躯体背面 
砕石 ２φ／３ φ／２ 

透水マット φ／２ φ／２ 

鉛直仮想背面 

地表面勾配β 

地表面が水平の場合 

β＝０ 

tanδ＝ sinφ・sin（θ＋   β）
１  sinφ・cos（θ＋   β） 

ここに、sin  ＝    （β＋θ）   φ  

φ：土の内部摩擦角 

θ：地震時合成角（＝tan-1Kh） 

Kh：設計水平震度 

β：地表面勾配 

ただし、β＋θ≧φの場合は、δ＝φとする。 

 

３ 前面受働土圧 

前面受働土圧は原則安定計算において考慮しないこと。ただし、擁壁の形状、地形条件の制約等

により、やむを得ず前面土の受働土圧を考慮する場合は、基礎の根入れを深くするなどの対応を検

討すること。 
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４ 照査のための検討事項 

 （１） 常時における検討 

   ア 擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの１．５倍以上であること。 

   イ 荷重の合力の作用位置は、底面の中心より底版幅の６分の１以内であること。 

   ウ 擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の１．５倍以上であること。 

   エ 最大接地圧が、地盤の長期許容支持力度以下であること。 

   オ 擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の長期許容応力以内に収まっていること。 

（２） 中地震時における検討（設計水平震度Kh＝０．２０、設計鉛直震度Kv＝０．０） 

ア 擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の短期許容応力度以内に収まっていること。 

（３） 大地震時における検討（設計水平震度Kh＝０．２５、設計鉛直震度Kv＝０．０） 

   ア 擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの１．０倍以上であること。 

イ 荷重の合力の作用位置は、底面の中心より底版幅の２分の１以内であること。 

   ウ 擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の１．０倍以上であること。 

   エ 最大接地圧が、地盤の極限支持力度以下であること。 

   オ 擁壁躯体の各部に作用する応力が、終局耐力（設計基準強度及び強度）以内に収まってい

ること。 

 

  表―４ 安全率等のまとめ         Ｂ：底版幅 

 常時 中地震時 大地震時 

転倒 １．５ － １．０ 

合力の作用位置 Ｂ／６以内 － Ｂ／２以内 

滑動 １．５ － １．０ 

支持力 ３．０ － １．０ 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 

終局応力※ 

（設計基準強度及

び基準強度） 

    ※終局応力とは、曲げ、せん断、付着割裂等の終局耐力をいう 

 

 鉄筋コンクリート造等擁壁の設計において、高さが２ｍを超える擁壁については中地震・大地震の

検討も行うものとする。ここでいう部材の終局耐力は擁壁が構成されている材料に応じた終局耐力と

する。一般に鉄筋コンクリート部材においては、「建築基礎構造設計指針」、「鉄筋コンクリート構

造計算基準・同解説」（日本建築学会）に示されている算定式により求めてよい。 

 

 

 

≪参考図書等≫ 

「宅地防災マニュアルの解説」[第二次改訂版]宅地防災研究会 

横浜市「宅地造成の手引き」（平成２０年４月改訂版） 

横須賀市「宅地造成の手引き」（平成２０年６月改訂版） 
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